
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

達成10件 8件 8件

1,483件 1,000件

・ながの創業サポートオフィスの創業相談件数　180件　（うち創業件数　９件）
・地域中小企業育成プロジェクト採択件数　8件
・連携支援件数　1,000件

Ｈ26 H27
目標

H25末
（実績） 目標 成果 達成状況

400件

8件

9,482 8,765

キラリと光る技術やノウハウをもち、意欲ある中小企業を掘り起
こし、集中的に支援

8,016 8,173 8,008

合計 29,470

地域中小企業育成プロ
ジェクト採択件数

連携支援件数

事業番号 06 03 08 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 中小企業支援センター事業費 担
当
課

部局 産業労働部

1-5地域の暮らしを支える産業の振興　3創業支援・経営体質の強化 実施期間 H12 ～

1,585件 達成 1,000件

180件 221件 達成

県が関与
する理由

県関与の必要性あり
【左記の説明、根拠法令等】

中小企業支援法　中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律　中小企業振興センター運営
費補助金交付要綱　長野県ものづくり産業振興戦略プラン

課・室 産業立地・経営支援課

総合５か年
計画

プロジェクト  1-1-7、1-2-2、1-3-2 次世代産業創出、5-1-3 雇用・社会参加促進 E-mail keieishien@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
1-1信州を牽引するものづくり産業の振興　1成長産業の創出　2有望市場の開拓　5創業支援・経営体質の強化

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

県内中小企業の経営革新及び経営基盤の強化並びに創業を支援する事業等を実施し、本県産業の発展を促進する。

中小企業者の経営革新、経営基盤の強化を支援する事業等を行うことにより、本県の産業振興に寄与している。
平成24年４月に「ながの創業サポートオフィス」を開設し、創業についての相談助言をワンストップで実施している。
中小企業者に対して適切かつ効果的な支援ができるよう、引き続き職員や推進員等により対応する必要がある。

専門家派遣事業 補助金
成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績
H26 H27

（当初） （決算） （当初）

創業サポート強化事業 補助金
ながの創業サポートオフィスの創業相談及び助言体制の強化・
充実、セミナー等の開催など

8,095 7,192 0

中小企業が抱える経営課題等に専門家を派遣 8,790

21,60429,321

地域中小企業育成プロジェクト事業 補助金

106件

26年度 27年度

当初予算 24,831

補正予算 11,896

成果目標の達成状況

項目

ながの創業サポートオ
フィスの創業相談件数

47,466 29,470 21,604

11,896

合計（A) 24,831 33,500

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

Aの
財源

47,466 41,366

概　算
人件費

0.50 0.60 0.70 0.70

4,129

24,481 42,614 29,321

5,781

0 24,255 0 0

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

引き続き、県内産業支援機関と連携し、県内中小企業の経営革新及び経営基盤の強化並びに創業を支援する事業等を実施していく。

目標に対
する成果
の状況

　公益財団法人長野県中小企業振興センターの推進員等との連携により、創業及び中小企業者に係る課題解決を図るとともに、経営革新
等の支援を行い、成果目標を達成した。

 概算事業費（B（A）+C） 28,610 47,569 35,102 39,281

4,955 5,781

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越

11,896 11,896

24,831 23,211 29,470 21,604

ながの産業支援ネット推進事業 補助金 6８支援機関によるワンストップ支援、支援施策の活用促進等 1,981 2,035 1,981

中小企業経営支援イノベーション推進事業 直接 現場支援担当者を育成し、経営支援体制強化を図る 2,588 2,439 2,850


